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（単位：円）

科　　　   目 金額 科　　　   目 金額
　　流動資産 20,995,294,935 　　流動負債 3,234,089,101 
　　　　　　　　現金及び預金 593,094,669 　　　　　　　　買掛金 427,158,037 
　　　　　　　　売掛金 5,176,521,242 　　　　　　　　未払金 1,821,260,047 
　　　　　　　　製品 290,514,765 　　　　　　　　未払費用 73,759,598 
　　　　　　　　仕掛品 12,758,107,214 　　　　　　　　未払消費税等 240,695,800 
　　　　　　　　原材料及び貯蔵品 1,824,879,412 　　　　　　　　未払法人税等 149,773,100 
　　　　　　　　前払費用 48,459,683 　　　　　　　　賞与引当金 512,441,763 
　　　　　　　　未収入金 303,685,594 　　　　　　　　役員賞与引当金 9,000,000 
　　　　　　　　その他 32,356 　　　　　　　　その他 756 

　　固定負債 9,583,333 
　　固定資産 32,437,225,122                   役員退職慰労引当金 9,583,333 
　　　　　有形固定資産 31,102,503,615 
　　　　　　　　建物 17,163,899,993 　　負債合計 3,243,672,434 
　　　　　　　　構築物 144,814,876 
　　　　　　　　機械及び装置 5,884,656,194 　　株主資本 50,188,847,623 
　　　　　　　　車両運搬具 63,536,702             資本金 100,000,000 
　　　　　　　　工具、器具及び備品 627,545,957             資本剰余金 47,800,000,000 
　　　　　　　　建設仮勘定 7,218,049,893                   資本準備金 23,950,000,000 
　　　　　無形固定資産 853,569,112                   その他資本剰余金 23,850,000,000 
　　　　　　　　借地権 183,258,469             利益剰余金 2,288,847,623 
　　　　　　　　ソフトウエア 670,310,643                   その他利益剰余金 2,288,847,623 
　　　　　投資その他の資産 481,152,395                   特別償却準備金 756,253,005 
　　　　　　　　繰延税金資産 480,767,696                   繰越利益剰余金 1,532,594,618 
　　　　　　　　その他 384,699 　　純資産合計 50,188,847,623 
　　資産合計 53,432,520,057     負債・純資産合計 53,432,520,057 

貸借対照表
2022年3月31日現在

資産の部 負債の部

純資産の部



1．重要な会計方針
（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品・原材料・貯蔵品　　　 月別移動平均法に基づく原価法
（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法
　　　 有形固定資産 定率法を採用している。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年4月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

　　　 無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。

（３）引当金の計上基準
　　　 賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に対応する支給見込額を計上しております。

　　　 役員賞与引当金 役員賞与の支給に備えるため、当事業年度に対応する支給見込額を計上しております。

　　　 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（４）収益及び費用の計上基準
製品の販売による収益は、ワクチンの製造販売であり、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務
に関して「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品の出荷時点で収益を認識しております。
受託開発による収益は、生物学的製剤の開発業務の受託であり、顧客との開発委託契約で定められたテーマの開発業務を実施する履行義務を
負っております。当該開発委託契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、業務の履行に際して発生した費用と同額を委託料
として受領する契約のため、開発業務に関する費用が発生した時点で収益を認識しております。

（会計方針の変更に関する注記）
（１）収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの
支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
当該会計方針の変更による影響はありません。

２．貸借対照表に関する注記
（１） 有形固定資産の減価償却累計額 53,017,766,713 円

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
　　　 (単位：円）

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 32,958,510,357 15,794,610,364 17,163,899,993
構築物 286,602,544 141,787,668 144,814,876
機械装置 40,922,157,380 35,037,501,186 5,884,656,194
車輌運搬具 275,842,837 212,306,135 63,536,702
工具器具備品 2,459,107,317 1,831,561,360 627,545,957
合　計 76,902,220,435 53,017,766,713 23,884,453,722

（２） 関係会社に対する金銭債権及び債務
金銭債権 売掛金 5,176,521,242 円

未収入金 303,640,094 円

金銭債務 未払金 755,138,358 円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

　　　　 売上高 22,270,269,667 円

営業費用 2,844,763,545 円

　　　　 営業外収益 35,948,760 円

営業外費用 495,832 円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
（１） 当事業年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 1,000 株

（２） 配当金支払額

株式の
種類

配当金の
総額（円）

基準日 効力発生日

普通
株式

424,337,380 2021年3月31日 2021年6月18日
2021年6月18日
定時株主総会

決議

個別注記表

営業取引による取引高

営業取引以外の取引高

1株当たり配当額（円）

424,337.38



５．税効果会計関係
　　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：円）
繰延税金資産
　 賞与引当金 178,854,525
 　未払金(事業税） 14,816,537
　 減価償却超過額 433,608,300
   棚卸資産未計上 214,819,028
 　未払社会保険料（賞与引当金） 25,299,542
　 退職給付費用 4,899,699
 　役員退職慰労引当金 3,287,083
 　合計 875,584,714
繰延税金負債
 　特別償却準備金 394,817,018
 　合計 394,817,018
繰延税金資産の純額 480,767,696

６．金融商品に関する注記
現金及び預金、売掛金、未収入金、買掛金、未払金、未払消費税等及び未払法人税等は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額にほぼ等しい
ことから、注記を省略しております。

７．収益認識に関する注記
（１） 収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針」の「（４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

８．関連当事者との取引に関する注記
(単位：円）

種
類

法人等の
名称

所在地
資本金又
は出資金

事業の内容

議決権
等の所
有（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

製品の販売(注1) 19,336,994,416 売掛金 5,176,521,242
研究開発の受託
(注1)

2,933,275,251 未収入金 300,345,810

資金の借入(注2) 1,900,000,000 短期借入金 - 
利息の支払(注2) 495,832

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) 市場価格、総原価を勘案して、価格交渉の上、取引条件を決定しております。
(注2) 資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

９．1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額 50,188,847円62銭
1株当たり当期純利益 851,261円28銭

１０．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

親
法
人

一般財団
法人阪大
微生物病
研究会

大阪府
吹田市

-

微生物病の研究
ワクチン等の販売
検査事業
学術助成事業

被所有
直接
66.6％

当社製品の販売
研究開発の受託
資金の借入
間接部門役務提供
役員の兼任


